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研究要旨 
 医師・歯科医師・薬剤師調査に基づいて、平成 8年から平成 24 年の産婦
人科医数の性別、年齢層別、勤務場所別、都道府県別の変動について検
討を行った。 

 特に病院産婦人科においては、若い層の女性医師の増加に支えられた医
師数の増加により、平成 18 年当時と比較して、状況はある程度改善し
ていると考えられた。しかし, 20 歳代の医師数が頭打ちになっているこ
とから、この状況が継続するためには、新規専攻医を増加させていく必
要がある。 

 30 歳代前半及び 40 歳代前半の女性医師は病院勤務から診療所勤務に移
行する率が高い。病院勤務女性医師の増加により、女性医師の診療所勤
務への移行率は、病院の診療機能の確保に重大な影響を与える必要があ
り、さらなる検討が必要と考えられた。 

 全体としての産婦人科医の増加とともに大都市圏における増加と、一部
の地方における減少が同時に進行している現状が明らかになった。 

 診療所勤務医は全体として減少しているが、女性医師については増加し
ている。雇用形態、勤務形態の多様性の確保は、女性医師が継続的に就
労する上で重要な条件と考えられ、女性医師が診療所勤務を早期に選択
する傾向にはそのような背景がある可能性がある。 

 病院としても診療所の雇用形態・勤務形態に準じた対応をとるなど、女
性医師の継続的就労が可能な条件を整備する必要がある都と考えられ
る。 

 診療所勤務医の減少には、高齢医師の引退、分娩取扱診療所の減少等さ
まざまな要因があると考えられるが、この減少が、地域の産婦人科医療
提供体制に与える影響についてさらに検討する必要がある。 



A．研究目的
• 

• 

• 

 
B．研究方法
 平成
療施設従事医師数、平均年齢，病院－診
療所、年齢階級、性、主たる診療科別
及び「
病院－診療所、従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲）、主た
る診療科別
調査以来のこれに相当する表から主たる
診療科が産婦人科、産科の医師数を抽出
し、年
 (倫理面への配慮
 本研究は、日本産科婦人科学会及び厚
生労働省から公開されている個人を特定
できない情報のみを用いて行った。
 
C．研究結果
1．日本産科婦人科学会の医師会員数から
見た産婦人科医の現状

．研究目的 
 医師・歯科医師・薬剤師調査は、
医師、歯科医師及び薬剤師につい
て、性、年齢、業務の種別、従事
場所及び診療科名（薬剤師を除く。）
等による分布を明らかにし、厚生
労働行政の基礎資料を得ることを
目的として、昭和
同年以降は
いる。 

 平成 25 年
12 月 31
医師・薬剤師の動向について最新
のデータが公表された。
公表の方法は毎回ほぼ一定だが、
時に変更が行われる。平成
査までは診療科別の性別・年齢層
分布については、全体の数値が示
されている
年調査以降は、病院―診療所別の
分布が示されている。

 このデータを用いて、
降の産婦人科医数の動向について
分析することを目的とした

．研究方法 
平成 24 年調査における「第
療施設従事医師数、平均年齢，病院－診
療所、年齢階級、性、主たる診療科別
及び「第４１表
病院－診療所、従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲）、主た
る診療科別」を主な対象とし、平成
調査以来のこれに相当する表から主たる
診療科が産婦人科、産科の医師数を抽出
し、年次推移等についての検討を行った。
倫理面への配慮
本研究は、日本産科婦人科学会及び厚
生労働省から公開されている個人を特定
できない情報のみを用いて行った。

．研究結果 
．日本産科婦人科学会の医師会員数から
見た産婦人科医の現状

医師・歯科医師・薬剤師調査は、
医師、歯科医師及び薬剤師につい
て、性、年齢、業務の種別、従事
場所及び診療科名（薬剤師を除く。）
等による分布を明らかにし、厚生
労働行政の基礎資料を得ることを
目的として、昭和 57
同年以降は 2 年ごとに実施されて
 
年 12 月 17
31 日の時点での医師・歯科

医師・薬剤師の動向について最新
のデータが公表された。
公表の方法は毎回ほぼ一定だが、
時に変更が行われる。平成
査までは診療科別の性別・年齢層
分布については、全体の数値が示
されているだけだったが、平成
年調査以降は、病院―診療所別の
分布が示されている。
このデータを用いて、
降の産婦人科医数の動向について
分析することを目的とした

年調査における「第
療施設従事医師数、平均年齢，病院－診
療所、年齢階級、性、主たる診療科別
第４１表 医療施設従事医師数，

病院－診療所、従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲）、主た

」を主な対象とし、平成
調査以来のこれに相当する表から主たる
診療科が産婦人科、産科の医師数を抽出
次推移等についての検討を行った。
倫理面への配慮) 
本研究は、日本産科婦人科学会及び厚
生労働省から公開されている個人を特定
できない情報のみを用いて行った。

．日本産科婦人科学会の医師会員数から
見た産婦人科医の現状 

医師・歯科医師・薬剤師調査は、
医師、歯科医師及び薬剤師につい
て、性、年齢、業務の種別、従事
場所及び診療科名（薬剤師を除く。）
等による分布を明らかにし、厚生
労働行政の基礎資料を得ることを

57 年までは毎年、
年ごとに実施されて

17 日に平成 24
日の時点での医師・歯科

医師・薬剤師の動向について最新
のデータが公表された。データの
公表の方法は毎回ほぼ一定だが、
時に変更が行われる。平成 8 年調
査までは診療科別の性別・年齢層
分布については、全体の数値が示

だけだったが、平成
年調査以降は、病院―診療所別の
分布が示されている。 
このデータを用いて、平成 8 年以
降の産婦人科医数の動向について
分析することを目的とした。 

年調査における「第 39 表 
療施設従事医師数、平均年齢，病院－診
療所、年齢階級、性、主たる診療科別

医療施設従事医師数，
病院－診療所、従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲）、主た

」を主な対象とし、平成 8
調査以来のこれに相当する表から主たる
診療科が産婦人科、産科の医師数を抽出
次推移等についての検討を行った。

本研究は、日本産科婦人科学会及び厚
生労働省から公開されている個人を特定
できない情報のみを用いて行った。 

．日本産科婦人科学会の医師会員数から

 

医師・歯科医師・薬剤師調査は、
医師、歯科医師及び薬剤師につい
て、性、年齢、業務の種別、従事
場所及び診療科名（薬剤師を除く。）
等による分布を明らかにし、厚生
労働行政の基礎資料を得ることを

年までは毎年、
年ごとに実施されて

24 年
日の時点での医師・歯科

医師・薬剤師の動向について最新
データの

公表の方法は毎回ほぼ一定だが、
年調

査までは診療科別の性別・年齢層
分布については、全体の数値が示

だけだったが、平成 10
年調査以降は、病院―診療所別の

年以
降の産婦人科医数の動向について

 

 医
療施設従事医師数、平均年齢，病院－診
療所、年齢階級、性、主たる診療科別」

医療施設従事医師数，
病院－診療所、従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲）、主た

8 年
調査以来のこれに相当する表から主たる
診療科が産婦人科、産科の医師数を抽出
次推移等についての検討を行った。 

本研究は、日本産科婦人科学会及び厚
生労働省から公開されている個人を特定

 

．日本産科婦人科学会の医師会員数から

 

 

 

 
 
 
 

 わが国の現役産婦人科医は、事実上
ほぼ全員が日本産科婦人科学会の会
員である。

 平成 25 年
科学会の医師会員の性別・年齢分布
は図 1 のようになっている。男性医
師の減少には一定の歯止めがかかっ

ているように思われる
増加によって
は増加傾向にあると考えられる

 しかし図 2
度から増加していた新規専攻医数は
平成 22年度をピークに減少に転じて
いる。この過去
は、まだ表面化していないが、将来
にわたる持続可能性については、こ
この減少がさらに持続するのか、
る時点で横ばいとなるのか、また増
加に転じるのか、今後の動向にかか
っていると言わざるを得ない。

わが国の現役産婦人科医は、事実上
ほぼ全員が日本産科婦人科学会の会
員である。 
年 11 月現在の日本産科婦人

科学会の医師会員の性別・年齢分布
のようになっている。男性医

師の減少には一定の歯止めがかかっ

ているように思われる
増加によって 45歳以下の産婦人科医
は増加傾向にあると考えられる

2に示すように、平成
度から増加していた新規専攻医数は
年度をピークに減少に転じて

いる。この過去 3 年間の減少の影響
は、まだ表面化していないが、将来
にわたる持続可能性については、こ
この減少がさらに持続するのか、
る時点で横ばいとなるのか、また増
加に転じるのか、今後の動向にかか
っていると言わざるを得ない。

わが国の現役産婦人科医は、事実上
ほぼ全員が日本産科婦人科学会の会

月現在の日本産科婦人
科学会の医師会員の性別・年齢分布
のようになっている。男性医

師の減少には一定の歯止めがかかっ

ているように思われる。女性医師の
歳以下の産婦人科医

は増加傾向にあると考えられる。
に示すように、平成

度から増加していた新規専攻医数は
年度をピークに減少に転じて

年間の減少の影響
は、まだ表面化していないが、将来
にわたる持続可能性については、こ
この減少がさらに持続するのか、
る時点で横ばいとなるのか、また増
加に転じるのか、今後の動向にかか
っていると言わざるを得ない。 

わが国の現役産婦人科医は、事実上
ほぼ全員が日本産科婦人科学会の会

月現在の日本産科婦人
科学会の医師会員の性別・年齢分布
のようになっている。男性医

師の減少には一定の歯止めがかかっ

。女性医師の
歳以下の産婦人科医

。 
に示すように、平成 18 年

度から増加していた新規専攻医数は
年度をピークに減少に転じて

年間の減少の影響
は、まだ表面化していないが、将来
にわたる持続可能性については、こ
この減少がさらに持続するのか、あ
る時点で横ばいとなるのか、また増
加に転じるのか、今後の動向にかか

 



2．主たる診療科が産婦人科＋産科の医師
数の推移
 図
から平成
産婦人科＋産科の年齢層別医師数の
推移を示した。平成
最低値として、
科医数は増加している。
平成
から
に
の増加が認められてい

 新規専攻医の減少は、産婦人科医全
体の数を減らすほどの影響
してい
産婦人科医が減少していることに注
意する必要がある。

 図
の、産婦人科＋産科の年齢層別病院
勤務医師数の推移を示した。
務医数
として増加し続けてい
る
する必要があ

．主たる診療科が産婦人科＋産科の医師
数の推移 
図 3 に医師・歯科医師・薬剤師調査
から平成 8
産婦人科＋産科の年齢層別医師数の
推移を示した。平成
最低値として、
科医数は増加している。
平成 18 年から
から 22 年に
に 216 名、合計
の増加が認められてい
新規専攻医の減少は、産婦人科医全
体の数を減らすほどの影響
していないことがわかる。
産婦人科医が減少していることに注
意する必要がある。
図 4 に平成
の、産婦人科＋産科の年齢層別病院
勤務医師数の推移を示した。
務医数についても
として増加し続けてい
る。25-29 歳の医師数の減少に
する必要があ

．主たる診療科が産婦人科＋産科の医師

に医師・歯科医師・薬剤師調査
8 年から平成

産婦人科＋産科の年齢層別医師数の
推移を示した。平成 18
最低値として、3回連続全体の産婦人
科医数は増加している。
年から 20 年に
年に 263 名、22
名、合計 794 名、全体として

の増加が認められてい
新規専攻医の減少は、産婦人科医全
体の数を減らすほどの影響
ないことがわかる。

産婦人科医が減少していることに注
意する必要がある。 
に平成 10 年から平成

の、産婦人科＋産科の年齢層別病院
勤務医師数の推移を示した。
についても平成

として増加し続けてい
歳の医師数の減少に

する必要がある。 

．主たる診療科が産婦人科＋産科の医師

に医師・歯科医師・薬剤師調査
年から平成 24 年までの、

産婦人科＋産科の年齢層別医師数の
18 年調査時点を
回連続全体の産婦人

科医数は増加している。具体的には
年に 315 名、20
22 年から 24
名、全体として

の増加が認められている。 
新規専攻医の減少は、産婦人科医全
体の数を減らすほどの影響をもたら
ないことがわかる。25-29 歳の

産婦人科医が減少していることに注

年から平成 24 年まで
の、産婦人科＋産科の年齢層別病院
勤務医師数の推移を示した。病院勤

平成18年を最低値
として増加し続けていることがわか

歳の医師数の減少には注意

 

．主たる診療科が産婦人科＋産科の医師

に医師・歯科医師・薬剤師調査
年までの、

産婦人科＋産科の年齢層別医師数の
年調査時点を

回連続全体の産婦人
具体的には
20 年
24 年

名、全体として

新規専攻医の減少は、産婦人科医全
もたら
歳の

産婦人科医が減少していることに注

年まで
の、産婦人科＋産科の年齢層別病院

病院勤
年を最低値
ることがわか

注意

 

 

 図 5 に主たる診療科が産婦人科＋産
科の年齢層別の診療所勤務医師数の
推移を示した。診療所勤務医師は、
平成 18 年から
全体としては減少を続けている。
歳以上の高齢層の減少によるところ
が大きいが、平成

満の医師数も減少していることがわ
かる。 

 図 6 に主たる診療科が産婦人科＋産
科の男性医師数の年齢層別推移を示
した。産婦人科男性医師は全体とし
て、減少を続けている。年齢層とし
ては、35

に主たる診療科が産婦人科＋産
科の年齢層別の診療所勤務医師数の
推移を示した。診療所勤務医師は、
年から 20 年の間を除いて、

全体としては減少を続けている。
歳以上の高齢層の減少によるところ
が大きいが、平成 20

満の医師数も減少していることがわ

に主たる診療科が産婦人科＋産
科の男性医師数の年齢層別推移を示
産婦人科男性医師は全体とし

て、減少を続けている。年齢層とし
35 歳から 59 歳の間と

に主たる診療科が産婦人科＋産
科の年齢層別の診療所勤務医師数の
推移を示した。診療所勤務医師は、

年の間を除いて、
全体としては減少を続けている。
歳以上の高齢層の減少によるところ

20 年以降、60

満の医師数も減少していることがわ

に主たる診療科が産婦人科＋産
科の男性医師数の年齢層別推移を示
産婦人科男性医師は全体とし

て、減少を続けている。年齢層とし
歳の間と 70

に主たる診療科が産婦人科＋産
科の年齢層別の診療所勤務医師数の
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D．考察 
 医療機関に勤務する産婦人科医数は
全体として増加しているが、それは
若年層の女性医師の増加によるもの
である（男性医師は減少している）。 

 この増加は大都市圏中心のもので、
地方ではかなりの県で減少が認めら
れている。 

 病院勤務医では男性医師数は不変で
増加していない。病院産婦人科にと
っての女性医師の重要性が増してい
ると考えられる。 

 診療所勤務では、特に若い年齢層で
女性医師が占める割合が高く、女性
医師には病院勤務から診療所勤務に
早期に移行する傾向が認められる。 

 診療所勤務医は平成 22 年から 24 年
にかけて著明に減少した。東京、神
奈川、愛知では増加しているが、大
阪、福岡では減少しており、大都市
圏の診療所の動向には地域差が認め
られる。産婦人科診療所のあり方が
変化する徴候をとらえている可能性
がある。 

 福島、山梨、鳥取、高知、熊本では
病院勤務医、診療所勤務医の両者で
減少が認められている。特に福島に
ついては、マクロデータからも危機
的状況にあると考えられた。 
 
E．結論 
 特に病院産婦人科においては、若い
層の女性医師の増加に支えられた医
師数の増加により、平成 18 年当時と
比較して、状況はある程度改善して
いると考えられた。しかし, 20 歳代
の医師数が頭打ちになっていること
から、この状況が継続するためには、
新規専攻医を増加させていく必要が
ある。 

 30歳代前半及び40歳代前半の女性医
師は病院勤務から診療所勤務に移行
する率が高い。病院勤務女性医師の
増加により、女性医師の診療所勤務

への移行率は、病院の診療機能の確
保に重大な影響を与える必要があり、
さらなる検討が必要と考えられた。 

 全体としての産婦人科医の増加とと
もに大都市圏における増加と、一部
の地方における減少が同時に進行し
ている現状が明らかになった。 

 診療所勤務医は全体として減少して
いるが、女性医師については増加し
ている。雇用形態、勤務形態の多様
性の確保は、女性医師が継続的に就
労する上で重要な条件と考えられ、
女性医師が診療所勤務を早期に選択
する傾向にはそのような背景がある
可能性がある。 

 病院としても診療所の雇用形態・勤
務形態に準じた対応をとるなど、女
性医師の継続的就労が可能な条件を
整備する必要がある都と考えられる。 

 診療所勤務医の減少には、高齢医師
の引退、分娩取扱診療所の減少等さ
まざまな要因があると考えられるが、
この減少が、地域の産婦人科医療提
供体制に与える影響についてさらに
検討する必要がある。 
 
F．健康危険情報 
 特記すべき事項なし 
 
G．研究発表 
１．論文発表 
なし 
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